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事実の概要

　Ｘ（事故当時 4歳）はＹ１が運転する大型貨物自
動車に衝突された（以下、この衝突事故を「本件事故」
という）。本件事故によりＸには高次脳機能障害
の後遺障害が残り、これによりＸは労働能力をす
べて喪失した。
　Ｘは、Ｙ１及び加害車両の保有者であるＹ２に対
して損害賠償を求めるとともに、加害車両につき
Ｙ２との間で対人賠償責任保険契約を締結してい
た保険会社であるＹ３に対しては同保険契約に基
づき、Ｙ１又はＹ２とＸとの間の判決の確定を条件
に、上記損害賠償の額と同額の支払を求めた。ま
た、Ｘは、本件後遺障害による逸失利益として、
その就労可能期間の始期である 18 歳になる月の
翌月からその終期である 67 歳になる月までの間
に取得すべき収入額を、その間の各月に、定期金
により支払うことを求めている。
　第一審及び控訴審ともに、本件後遺障害逸失利
益が定期金賠償の対象となることを判示した。
　控訴審判決に対して、Ｙ１らは、上告受理の申
立てを行った。

判決の要旨

　上告棄却。
　１　本判決は、不法行為に基づく損害は不法行
為時に発生するため、後遺障害逸失利益に関して
もその額を算定した上、一時金賠償による方式を
求めることができるが、後遺障害逸失利益は、将

来にわたり逐次現実化する性格を持つため、その
額は将来予測や擬制の下、行わざるを得ず、した
がって、かかる手法により算定した損害額と現実
化した損害額との間に大きな乖離が生ずる可能性
があることをまず指摘した上で、以下のように判
示した。
　「民法は、不法行為に基づく損害賠償の方法に
つき、一時金による賠償によらなければならない
ものとは規定しておらず（722 条 1 項、417 条参
照）、他方で、民訴法 117 条は、定期金による賠
償を命じた確定判決の変更を求める訴えを提起す
ることができる旨を規定している。同条の趣旨は、
口頭弁論終結前に生じているがその具体化が将来
の時間的経過に依存している関係にあるような性
質の損害については、実態に即した賠償を実現す
るために定期金による賠償が認められる場合があ
ることを前提として、そのような賠償を命じた確
定判決の基礎となった事情について、口頭弁論終
結後に著しい変更が生じた場合には、事後的に上
記かい離を是正し、現実化した損害の額に対応し
た損害賠償額とする」ことにあることを指摘する。
　「そして、不法行為に基づく損害賠償制度は、
被害者に生じた現実の損害を金銭的に評価し、加
害者にこれを賠償させることにより、被害者が
被った不利益を補填して、不法行為がなかったと
きの状態に回復させることを目的とするものであ
り、また、損害の公平な分担を図ることをその理
念とするところである。このような目的及び理念
に照らすと、交通事故に起因する後遺障害による
逸失利益という損害につき、将来において取得す
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べき利益の喪失が現実化する都度これに対応する
時期にその利益に対応する定期金の支払をさせる
とともに、上記かい離が生ずる場合には民訴法
117 条によりその是正を図ることができるように
することが相当と認められる場合があるというべ
きである。
　以上によれば、交通事故の被害者が事故に起因
する後遺障害による逸失利益について定期金によ
る賠償を求めている場合において、上記目的及び
理念に照らして相当と認められるときは、同逸失
利益は、定期金による賠償の対象となるものと解
される。」

　２　「交通事故の被害者が事故に起因する後遺
障害による逸失利益について一時金による賠償を
求める場合における同逸失利益の額の算定に当
たっては、その後に被害者が死亡したとしても、
交通事故の時点で、その死亡の原因となる具体的
事由が存在し、近い将来における死亡が客観的に
予測されていたなどの特段の事情がない限り、同
死亡の事実は就労可能期間の算定上考慮すべきも
のではないと解するのが相当である……。上記後
遺障害による逸失利益の賠償について定期金とい
う方法による場合も、それは、交通事故の時点
で発生した 1個の損害賠償請求権に基づき、一
時金による賠償と同一の損害を対象とするもので
ある。そして、上記特段の事情がないのに、交通
事故の被害者が事故後に死亡したことにより、賠
償義務を負担する者がその義務の全部又は一部を
免れ、他方被害者ないしその遺族が事故により生
じた損害の填補を受けることができなくなること
は、一時金による賠償と定期金による賠償のいず
れの方法によるかにかかわらず、衡平の理念に反
するというべきである。したがって、上記後遺障
害による逸失利益につき定期金による賠償を命ず
る場合においても、その後就労可能期間の終期よ
り前に被害者が死亡したからといって、上記特段
の事情がない限り、就労可能期間の終期が被害者
の死亡時となるものではないと解すべきである。
　そうすると、上記後遺障害による逸失利益につ
き定期金による賠償を命ずるに当たっては、交通
事故の時点で、被害者が死亡する原因となる具体
的事由が存在し、近い将来における死亡が客観的
に予測されていたなどの特段の事情がない限り、
就労可能期間の終期より前の被害者の死亡時を定

期金による賠償の終期とすることを要しない」。

　３　本判決には小池裁判官の補足意見があり、
①定期金賠償を命ずる判決確定後、被害者が死亡
した場合には、支払義務者は、117 条を適用ない
し類推適用して、一時金賠償による賠償に変更す
る訴えを提起する余地があること、②定期金によ
る賠償の対象となることが相当と認められる場合
の考慮要素として、債権管理の負担、中間利息の
控除による利害を重視すべきではないことを指摘
する。

判例の解説

　一　後遺障害逸失利益の定期金賠償対象性
　定期金賠償とは、確定又は不確定期間に、定期
的に履行期の到来する回帰的、反復的な金銭給付
を求める賠償方式である１）。「不法行為に基づく
損害は不法行為時に発生する」という判例理論を
前提とすれば、後遺障害逸失利益に関しても一時
金賠償方式による救済を求めることは可能である
が、倉田判事により定期金賠償の可能性が示唆さ
れて以降２）、裁判例や学説も後遺障害逸失利益の
定期金賠償対象性を肯定することにつき好意的な
態度を示してきたように思われる３）。さらに、平
成 8年民事訴訟法改正によって制定された、117
条の立案担当者も定期金賠償の対象として後遺障
害逸失利益が含まれることを前提としていた４）。
　もっとも、後遺障害逸失利益の定期金賠償対象
性をめぐる議論は、最判平 8・4・25（民集 50 巻
5 号 1221 頁。以下、「最判平 8年」という）を契機
として大きな転換を迎えた。すなわち、最判平 8
年は、「労働能力の一部喪失による損害は、交通
事故の時に一定の内容のものとして発生している
のであるから、交通事故の後に生じた事由によっ
てその内容に消長を来すものではな」い旨判示し
た。この最判平 8年については、後遺障害逸失利
益は不法行為の時点で具体的かつ確定的に発生し
ている損害であることを前提としている、と理解
することも可能であり（＝ゆえに交通事故後の事由
は損害の内容に影響を及ぼさない）、かかる理解を
前提とするのであれば、後遺障害逸失利益は回帰
性を有する損害ではなく、およそ定期金賠償の対
象にはならないということとなる。
　最判平 8年以降は、後遺障害逸失利益の損害
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としての具体性、確定性を根拠として、後遺障害
逸失利益の定期金賠償対象性を否定する裁判例５）

や学説６）も登場する一方、最判平 8年は、「後遺
障害の程度（労働能力喪失率）についての事情変
更については判示していないこと、被害者が事故
後に死亡した場合、事故と死亡との間に相当因果
関係があって死亡による損害の賠償をも請求でき
る場合は死亡後の生活費を控除することができる
こと」等から、後遺障害逸失利益の定期金賠償対
象性を肯定する余地があるとする見解も主張され
ていた７）。
　本判決は、定期金賠償を否定する民法の規定の
不存在、117 条の趣旨、損害賠償制度の目的（現
実の損害の填補）及び理念（損害の公平な分担）の
3つの根拠を挙げて、損害賠償制度の目的及び理
念に照らし、「相当と認められる場合」（以下、「相
当性要件」という）には、後遺障害逸失利益も定
期金賠償の対象となることを明らかにした。「不
法行為に基づく損害は不法行為時に発生する」と
いう判例理論はあくまでも被害者の救済のための
便宜であるにすぎず、かかる便宜が定期金賠償方
式によって、被害者が現実に発生した損害の填補
を求めることを否定するものではなく、むしろ定
期金賠償による方式を認めることが損害の公平な
分担という理念に奉仕する可能性があることを重
視したものと考えられる。もっとも、本判決が認
める定期金賠償は、あくまでも抽象的損害算定を
受けた逸失利益総額を各月毎に分割して支払うこ
とを要求するものであり、逐次現実化する損害額
を各月毎に支払うことを要求する性格のもの（つ
まり、回帰的給付を求めるものではない）ではない
ことには注意を要する。
　この相当性要件の考慮要素については小池裁判
官が補足意見を述べている。補足意見によれば、
相当性要件は定期金による賠償制度の趣旨、117
条の要件との関連性等を考慮して決するべきであ
り８）、債権管理の負担や中間利息控除に関する利
害は重視すべきではないとする。もとより、被害
者側が一時金賠償による方式を採用せず、後遺障
害逸失利益が現実化した段階で逐次訴訟を提起す
るのであれば、支払義務者は、その間、債務を管
理しなければならず、また、損害を現在価値に引
き直すことによる中間利息の控除を受けることは
できないのであるから、後二者を考慮要素として
重視しないことは妥当であるといえよう。このよ

うに理解する限り、相当性の問題は、基本的には
被害者が定期金賠償方式による賠償を求める損害
の性質、すなわち、将来継続的に発生する損害あ
るいは将来逐次現実化する損害に当たるか否か、
という問題に帰着することとなろう。

　二　定期金賠償の終期
　本判決以前は、「原告が死亡すれば打ち切り」
として被害者の死亡が賠償の終期である、と解
されてきた９）。また、最判平 8年以降の議論とし
て、被害者が一時金賠償方式による救済を求める
場合、裁判所が定期金賠償を命ずる判決をする際
には、「死亡または満○○歳に達するまでいずれ
か早い方の時期に至るまでの間」の主文が選ばれ
るべきであるとの指摘もあったところである 10）。
　本判決は、一時金賠償の方式と定期金賠償の方
式とで訴訟物とする損害賠償請求権や対象とする
損害は異ならないこと、一時金賠償による方式と
定期金賠償による方式とで被害者の死亡を斟酌す
ることの要否についての取扱いを異にするのは
「衡平の理念」に反すること、以上の2つを挙げて、
特段の事情がない限り、定期金賠償の終期を被害
者の死亡時とする必要はないとした。117 条が規
定する変更の訴えは抽象的損害計算 11）を受けた
損害額と将来具体化した際における損害額との著
しい乖離を是正するための装置である、と理解す
る限り、定期金賠償による方式も一時金賠償によ
る方式と同様、原則として抽象的損害算定を受け
た既発生の損害の賠償を求めることとなる。した
がって、両者は「賠償方式」として異なるに過ぎ
ない（＝ゆえに両者で結論を異にするのは衡平の理
念に反する）ということであろう。
　確かに一時金賠償方式と定期金賠償方式は、抽
象的損害算定を受けた損害額と将来現実化した損
害額との間に著しい乖離が生じた場合において、
その乖離を是正する法的論拠はそれぞれ異なって
いる（一時金賠償方式は一部請求論 12）により、他方、
定期金賠償方式は 117 条により乖離を是正すること
となる）。しかしながら、各方式において賠償を
命ずる判決の既判力の強度の差異や損害額に著し
い乖離が生じた際における事後処理の差異をもっ
て、一時金賠償による方式と定期金賠償による方
式とで被害者の死亡を斟酌するかについての取扱
いを異にすることが衡平の理念に反しないとの結
論と導くことは妥当ではない。むしろ、一時金賠
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償による方式と定期金賠償による方式とで被害者
の死亡を斟酌することの要否を異にすると解する
と、被害者側が定期金賠償による方式による救済
を求めた後、訴訟係属中に被害者が死亡した場合
には、被害者遺族は賠償方式を定期金賠償方式か
ら一時金賠償方式へと変更することとなるが、被
害者の死亡時期によって加害者の賠償義務の総額
が大きく異なることとなる。一時金賠償による方
式と定期金賠償による方式とで被害者の死亡の際
の処理を統一し、定期金賠償による方式において
も不法行為後における被害者の死亡は、賠償義務
の成否や内容には原則として影響しないと解する
ことによってかかる事態も防止されることとなろ
う。

　三　小池裁判官の補足意見――定期金賠償から
　　　一時金賠償への転換
　定期金賠償を命ずる判決確定後、被害者が死亡
した場合、小池裁判官は、117 条の直接適用ある
いは類推適用によって、一時金賠償を命ずる判
決へ変更する可能性を示唆する 13）。この意見は、
被害者死亡後における後遺障害逸失利益の定期金
賠償を否定する裁判例と整合性を図りつつ、被害
者死亡後における定期金賠償は、あたかも被害者
を「利益を生み出す機械」として扱うことになる
ではないか、という疑問 14）に回答しようとする
ものであると考えられる。
　もっとも、117 条は既判力を解除する規定であ
るが 15）、一時金賠償を命ずる判決が定期金賠償
を命ずる判決に包含されるかについては疑問があ
る。さらに、被害者死亡後における後遺障害逸失
利益の定期金賠償対象性を否定する見解は、被害
者死亡の時点で当該逸失利益は具体的かつ確定的
な損害となったことを論拠とするものと解される
が、被害者死亡後もなお賃金その他水準の変更の
可能性が存在することを考慮すると、むしろかか
る可能性を考慮して定期金賠償による方式を求め
た被害者の意思を重視すべきであり、継続的な支
払義務の解消を図る必要性は乏しいように思われ
る 16）。
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